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論文内容の要旨 

1. 課題 

1997 年、トヨタ自動車（以下トヨタと略記）は世界初の量産型ハイブリッド車「プリウス」を発売し

た。それ以降、日米欧でハイブリッド車（以下 HV と表記）は大きな成功を収めている。2013 年には、

国内外のほぼすべての自動車メーカーが HVをラインナップしている。 

HV は、従来の自動車（以下、従来車と呼ぶ）が化石燃料を使用するエンジンだけで駆動力を得るのに

対して、電池に蓄えられた電力によって駆動するモーターを合わせて使用する。このため、HVの開発に

はこれまでの自動車開発にはない「異質な技術」を基幹技術として調達、獲得する必要がある。 

HVに加えて、電気自動車（以下 EVと表記）の開発、実用化も進められている。EVでは、HVの開発

プロセスで獲得した電池やモーターなどの自動車メーカーにとっての異質な技術がEVの性能を決定する

主要な技術となる。 

自動車メーカーは HV/EV の開発に必要となる「異質な技術」をどのように調達してその開発を進めた

のか。また外部から「異質な技術」を調達する場合に、どのような企業間関係が構築されたのか。本稿で

は、自動車技術の大きな変更に伴う自動車メーカーと部品メーカーとの企業間関係の変化を考察し、それ

を一定の枠組みで整理する。これが本稿の第一の課題である。さらに本稿はトヨタを主要な検討対象とす

る。それにより、HV/EV におけるトヨタの市場戦略を、企業間関係の面を中心に評価する。これが本稿

の第二の課題である。。 

 

2. 論文の構成 

本論の構成は以下のとおりである。 

序論では、本稿の課題と本稿の課題に関連する先行研究をレビューして、本稿の結論を簡潔にのべる。 

第１章では、HVの開発と市場展開の経緯と現状を概観し、HV開発における企業間関係を考察した。 

トヨタ、日産、ホンダ及びフォード、GM のハイブリッド車の開発において、HV 用電池調達において

電池メーカーとの企業間取引関係を構築している。この場合、トヨタ、日産、ホンダの国内メーカーとフ

ォード、GMの米国メーカーでは、電池メーカーとの関係において異なる取り組みが見られる。国内メー

カーはいずれも資本関係のある専業の電池メーカーを設立して自動車メーカー自身が電池技術を吸収す

る取り組みを行っており、HV 用電池開発においても主導的な役割を担っている。これに対して米国メー

カーの電池は外部からの調達に留まっている。 

第２章では、2009年以降の EV市場について考察する。EVでは市場ではとくに韓国電池メーカーの台

頭が進んでおり、日本と韓国の車載用電池メーカーと自動車メーカーとの関係を論じる。この結果、EV
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用電池では、LG 化学を代表とする韓国メーカーが、電池をモジュラー型製品アーキテクチャと位置づけ

る取り組みを行っており、一方国内の電池メーカーは、自動車メーカーとの強い関係構築の元での取引を

行っていることが明らかとなった。 

EV 用電池においても、国内メーカーは、HV 用と同じく自動車メーカーが主体となった電池開発を行

っているが、韓国電池メーカーが複数の自動車メーカー向けにモジュラー型製品アーキテクチャによる製

品展開を行っていることを、EV及び EV用電池の製品アーキテクチャの分析枠組みにより考察した。 

第３章では、トヨタと新興 EVメーカーテスラモーターズ（以下テスラ）の提携による EV開発を取り

上げ、この提携による企業間関係が従来のサプライヤー・ネットワークにない企業間関係が成立している

ことを示す。この開発において、トヨタはテスラとはこれまでの長期的な取引関係を前提としないで、テ

スラの電池技術などをブラックボックスとして調達しており、同時にトヨタはテスラに対して車両技術な

どを提供している。 

このようなトヨタとテスラ両社の関係は、従来車において、トヨタがサプライヤーとで行っている取引

関係とは異なる。またテスラから調達する電池技術と電気モーター技術は、EVにおける基幹技術であり、

それを外部から調達している。それをトヨタのトヨタ・モーター・エンジニアリング・アンド・マニュフ

ァクチャリング・ノースアメリカ (TEMA)の担当者へのインタビューをもとに示す。 

第４章では、HV/EV 開発における企業間関係を、製品アーキテクチャと知識ベースの企業間関係の分

析枠組みで検討する。また、HV/EV 開発における企業間間関係の理論的解釈を示し、トヨタが行ってい

る２つの EV開発における電池企業との企業間関係を考察する。 

終章では、本稿の結論をまとめ、残された課題を示す。 

 

3. 本論文の結論 

従来の製品アーキテクチャの観点から、本稿では、HV/EV はともにインテグラル型製品アーキテクチ

ャと位置づける。しかし、同じインテグラル型アーキテクチャの製品であっても HVと EVでは日本型サ

プライヤーシステムとは異なる企業間関係が構築されている。 

この違いを理解するために、知識ベースの企業間関係における部品知識と統合知識の観点を採用する。 

HV/EVでは重要な技術に位置づけられる「電池」や「モーター」を部品知識、それを競争力のある HV/EV

にまとめ上げる技術を統合知識として理解することで、HV/EV における３つのパターンの企業間関係の

違いを解釈することができる。 

第一のパターンは日本メーカーによる HV開発・生産体制である。HVはインテグラル型製品、HV用電

池は外インテグラル型部品である。国内自動車メーカーは「異質な技術」をもつ電池メーカーと共同開発
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のための合弁企業を設立し、承認図部品として電池を調達する。自動車メーカーは電池技術を短期的には

外部利用するが、中長期的には自社内に吸収し、統合知識だけでなく部品知識をも獲得しようとする。 

第二のパターンは、韓国電池メーカーと欧米自動車メーカーとの EV 開発・生産体制である。EV はイ

ンテグラル型製品、EV 用電池は外モジュラー（クローズド・モジュラー）型部品である。韓国電池メー

カーは自社開発により EV用電池を市販品として販売する。欧米自動車メーカーはこれをブラックボック

ス部品として調達する。つまり、部品知識をもたないまま統合知識によって EVを開発しようとする。韓

国電池メーカーは特定の自動車メーカー系列に属さず、オープンな取引関係を指向する。 

第三のパターンはトヨタとテスラモーターズ（以下テスラ）による EV開発・生産体制である。両社が

開発している EV はインテグラル型製品、EV 用電池は外モジュラー（クローズド・モジュラー）型部品

である。トヨタとテスラが共同開発している RAV4 EVで使用する EV用電池はトヨタが示した仕様に基

づいてテスラが単独開発した承認図部品であり、トヨタは部品知識をもたずに統合知識によって EVを開

発・生産している。また、テスラはトヨタとの提携によりトヨタの車両技術を調達して EV開発を行って

おり、トヨタはテスラとの提携によりトヨタのもつ車両技術を統合技術としてテスラに提供している。こ

のためトヨタとテスラの関係は、相互補完関係にあるとみることができる。 

トヨタの EV開発では、テスラとの共同開発とは別に、パナソニックとの共同開発により、系列下にあ

る電池メーカーからの電池調達による EV モデルとして「eQ」を実用化している。これは、トヨタが、

EV 開発において、HV で行っているような電池技術も含めたインテグラル型製品としての開発と、外モ

ジュラー型アーキテクチャをもつ電池技術に対応した開発の両面からのアプローチをとっていることを

意味し、トヨタは次世代車においてもっとも強固な製品ポートフォリオをもっているとみることができる。 

本稿では、国内自動車産業の競争力分析において注目されてきたサプライヤーシステムの変化という視

点からこの課題の分析を行った。すなわち、HV開発・生産体制では従来の日本型サプライヤーシステム

の拡大深化がみられたが、EV 開発・生産体制でみられる企業間関係は、従来車の場合ではあまり行われ

ていないものである。また、トヨタは従来とは異なる企業関係を構築することで、今後の EV市場の可能

性に対応できる体制をあらかじめ構築している。このようなトヨタの戦略は、現在想定できる HV/EV 市

場に対する市場戦略としてもっとも有効な取り組みということができる。 

産業分野としての自動車産業は、極めて多くの部品を使用し、開発、生産、販売に多くの人が関与する

重要な産業である。このため、自動車産業の産業構造の変化は、それを支える国内外の経済に大きな影響

を与える。自動車産業では、環境問題への対応や、エネルギー危機への対応など、従来車が抱える多くの

課題から、高いレベルのイノベーションが求められており、さまざまな次世代自動車の技術開発が進めら

れている。このうち HV/EVは、次世代自動車としてもっとも実用化が進むタイプの自動車となる。 
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本稿における企業間関係の分析は、あくまで HV/EV に限定したものであり、従来車における企業間関

係との比較に着目したものである。従来の自動車産業においては、国内および国外ともに完成車メーカー

が中核企業となり、部品を供給するサプライヤーが周辺に存在するサプライヤーシステムを構築してきた。 

それに対して従来の自動車技術ではあまり使用されていなかった高性能電池や電気モーターなどの異

質な技術の導入では、自動車メーカーが他のメーカーとの間で、従来とは異なる企業間関係を構築してい

る。とくに、本研究では、トヨタとテスラの関係において、両社が対等ともいえる立場で相互補完的に開

発・生産を行っていることを示し、トヨタが今後の次世代自動車時代に向け、２つの異なるアプローチを

とることで今後の市場変化に対応できる戦略をとっていることを明らかにすることができた。(3937字) 
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トヨタの市場戦略 を評価す る ことの2点 を挙 げ 、イ ノベ ー シ ョン、サ プライヤー システ ム、製品 ア

ー キテ クチ ャ
、知識べ一 スの 企業間関係論 な ど、関連す る先行研 究 をサーベ イ してい る。 補論では

ネ ッ トワー ク論 につ いてもサーベイ され てい る。

第1章 ではHV開 発 にお け る トヨタ ・ホ ンダの事 例が中心的に取 り上 げ られ 、米 国メーカー との

対比がな され る。第2章 ではEV開 発 につ いて、日産 ・三菱 のアプ ローチを概観 したの ち、新機 軸 と

しての韓国電池 メー カー ・LG化 学 の取 り組みについて論 じられてい る。第3章 は トヨタ とテ スラモ

ー ター ズのEV開 発 におけ る提携 を取 り上げて いる。以上の3つ の章は主 と して事実関係 を整理す る

こ とを課 題 としてお り、そ こで言及 された さま ざまなプ ロジェク トの理論 的な位置づ けは第4章 で

与 え られ る。終 章はま とめ と展 望にあて られ る。

第一の課題 につ いて、第4章 での整理 に もとついて本 論文の知見 を要約す る と、現存す るHV/EV

の技術 的性 格お よび その開発 にお ける電 池 メー カー と自動 車 メー カー との企 業間関係 は次の よ うな

諸パ ター ンにま とめ られ る。

第1は 、 トヨタのHVの 事例に代 表 され る、イ ンテ グラル型 のパ ター ンであ る。電池は承認 図部
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品であ り、統合度 の高い、イ ンテグラル型 のHVが 開発 され る。 自動車 メーカーが共 同開発 を通 じて

部 品知識(電 池技術)を 獲 得 し、それ に もとつ いて統合知識 を構成す る。 自動車 メーカーが電池メー

カーを 自社 専属 サプ ライヤー として囲い込む、統合 的な企業 間関係 が これ を支 える。 トヨタのHVの

ほか、ホ ンダ ・日産 のHV(第1章)、 日産 ・三菱 ・トヨタのEV(eQ)(第2章 〉 も同様のパ ターン

に属 す る。

第2は 、韓国LG化 学に代表 され る、電池メーカーが主導権 をにぎ るパ ター ンである。電 池は市販

品 と して設 計 され 、この電 池の使用 を前提 とした、 クローズ ドモ ジュラー型 ない し相 対的に統合度 の

低 いイ ンテ グラル型 のEVが 開発 され る。電池 に関す る部 品知識 は電 池メーカー が握 り、 自動車 メー

カー はそれ をもたない。電 池メーカーは特 定の 自動 車 メーカーに専属せず 、オープ ンな取 引関係 を指

向す る。LG化 学 にSBリ モーテ ィブ社、SKイ ノベー シ ョン社 を加 えた韓国電池 メーカー計3社 がこ

の戦略 をと り、欧米 自動車 メーカーが この電池を調 達す る(第2章)。

第3は 、トヨタ と米テ スラモーター ズ社 のEV開 発 ・生産 をめ ぐる提携 にみ られるパ ター ンで ある。

テ スラはパ ナ ソニ ック製電池セ ルを独 自技術 によって電 池パ ックに加 工 し、これ を トヨタ「RAV4EV」

向 けに供給す る。 トヨタは車体技術や 自動車製造技術 をテ スラ 「モデルS」 向けに提供す る。電池パ

ックは承認図部 品で あ り、EV「RAV4EV」 お よび 「モデルS」 はイ ンテ グラル型製 品(統 合度は上

記第1と 第2の 中間程度)と な る。電池パ ックに関す る部 品知識 はテ スラが握 り、 トヨタはそれ をも

た ない。テ スラの電池パ ック供給 は トヨタ向けが主だが、外販 も認 め られ てい る(第3章)。

以 上の3パ ター ンに加 えて、米国や 中国のEVベ ンチャー につ いて も言及 され てい る。それ らはオ

ー プンモ ジュラー型EVの 開発 を指 向 したが、統合度 の低 さは製 品価値 の低 さにつ なが り、市場で評

価 され なか った と結論づ け られて いる。著者 に よれば、HVで は 日本型の戦略 が有効 だったが 、EV

の場 合 は大容量車載用電池 の コス トダ ウンのために大量 生産 が不可欠 であ り、特 定 自動車 メーカーに

限定 した取 引で は限界 に直面す る半面、自動車その ものの製 品の完成度 のためには相応 の部品間の擦

り合 わせ が必要で あるた め、両方の 「いい とこ ど り」 を した第3の パ ター ンに将 来性 があるのではな

い か と展望 している。

第2の 課題、 すな わち トヨタの市場戦 略につ いて、 第1章 でHVを 、第2章 でEv「eQ」 を、第3

章 でEV「RAV4EV」 の事例 を取 り上 げ、概略次の よ うに述べて いる。 トヨタはHVで は もっ とも成

功 した 自動 車メーカーであ り、その開発 ・生産 方式は基本 的に従来車 と同様 、系列サプライ ヤー との

緊密 な相 互作用に も とづ くイ ンテ グラル型 の ものづ くりで ある。EVで は トヨタは後発で あ り、HV

の場合 と同様 のアプ ローチ に よって「eQ」 を開発 したが、販売 実績は少量 に とどま り、成功 とは言い

難 い。これ に対 してテ スラ との共同開発 に よる「RAV4EV」 は、電池パ ックの開発においてテ スラの

自律性 を相 当程度認 めるかた ちで開発が なされて いる。 トヨタの戦略は、EVの 成功モデル がいまだ

未確 立であ り市場 が流動的 な もとで、開発 ・生産方式の多様性 を内包 しよ うとす るもので あ り、 この

結果 、自動 車 メーカーのなかで もっ とも幅広 い製 品ポー トフォ リオ を有す るこ とにな ると して高 く評

価 してい る。

なお 、本論 文第2章 は 『オイ コノ ミカ』第49巻 第1号 に掲載 の既発表査 読付 き論文 「韓 国EV(電

気 自動車)電 池企業 の市場戦略一 製 品アーキテ クチャ論 か らの考察 」(2013年3月)を ベ ース
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と して い る。

本論 文の意義 は次の よ うな点 に求 め られ る。

第 一に、HV/EVの 開発 をめ ぐる世界 の主要 なプ ロジェ ク トを網 羅的 に考察 してい ることであ る。

EVを 中心 とす る次世代 車は現在 ま さに世界 中で激 しい開発 競争が繰 り広 げ られ ているため、常 に最

新の情報 を収集す る ことが求 め られ る。この点について、東 谷は海 外でのモー ター シ ョー視察や 内外

企業 の単独 イ ンタ ビュー を重 ねてお り、一次情報 を数 多 く採用 して い る。 なお、変化が激 しく、EV

につ いて はいまだ ドミナ ン トデザインが決定 してお らず、次世代車 の技術選択 について も帰趨 が不明

確 で あるた め、 この分 野の学術 的研究 は総 じて少 な く、慎重で あるなかで、本論文 はEVに よる破壊

的イ ノベー シ ョンの可能性 について一 歩踏 み込んだ主張 を してお り、その当否 については今後 おおい

に論議 され る とともに将来の事実に よって検証 され るこ とになるで あろ う。

第二 に、それ らの多 くの開発プ ロジェク トをた だ羅列す るだ けではな く、一定の枠組みに したがっ

て整 理 し、3つ の系統 的なパ ターンに分類 してい ることであ る。 ただ し、第2・ 第3の パ ター ンは製

品アーキテ クチャによって も部 品知識 の帰属 に よって も明晰に区別 され ない こととな り、枠組み設 定

の効果 は半減 している。ひ とくちに共 同開発 といって もその内実は多様 であ り、現 実の製品 のアー キ

テ クチャを判 定す るこ とが容易 でない ことをはか らず も物語 ってい ると言 える。 ともあれ、本論文 で

一定の判 定 をくだ してい ることは、今後 の議論 の出発 点 として貢献す ることになるであろ う。

第 三に、 トヨタの次世代車戦略について一定の解 釈 を試みて いるこ とであ る。周 知の よ うに トヨタ

はHV開 発 で先行 し、市場 を リー ドしてい るが、半面EV開 発 では出遅れ た。 この ことは次世代車 に

い くつ かの選択的 ロー ドマ ップが あ り、 どの技術 が ドミナン トにな るかは事前 に予 見で きな い もと

で、 しか しいずれか に経 営資源 を集 中 しない と競争 力のある製品を開発 できない とい う事情の一端 を

示 している と考 え られ る。 しかも トヨタが弱体で あるEVに 関 しては破壊 的イ ノベ ーシ ョンの可能性

がつ とに指摘 され てい るため、無視す るわ けに はい かない。 ク リステ ンセ ン(邦 訳2001)は リー ダ

ー企業 が破壊 的イ ノベ ーシ ョンに よって凋落 しないための処方箋 として
、準 自律的 な組織で新事業 に

対応す る ことを提唱 してい る。 トヨタ とテス ラの提携 はま さにそれに沿った ものであ ると言 える。本

論文 はその ことを明 らかに している。

以 上、べ 一ス とな る論 文が査読付 き論 文 と して掲載 されてい る事実 とあわせ て、本論文 は東谷仁志

が 「専攻分野 につ いて研 究者 として 自立 して研 究活 動 を行 うに必要な高度 な研究能力 とその基礎 とな

る豊 かな学識 を有す る こと」 を証す るに十分 である との判 断で最 終試験担 当者一 同は一致 した。
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